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総合資源エネルギー調査会基本問題委員会

（第１回会合）

議 事 次 第

１．日時 ： 平成２３年１０月３日（月） １８：３０ ～ ２０：３０

２．場所 ： 経済産業省 本館１７階 第１～第３共用会議室

３．議題 ：

○エネルギー基本計画の見直しについて

○その他
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平成２３年１０月３日現在



総合資源エネルギー調査会基本問題委員会の公開について

本委員会の公開については、原則として、以下のとおりとする。

１． 予め公募をして選定した事業者によるインターネットライブ

中継を行うものとする。

２． 審議中の取材を認める。

３． 議事要旨は委員会開催日の翌日までに作成し、公開する。

４． 議事録は委員会終了後１ヶ月以内に作成し、公開する。

５． 配付資料は公開する。

６． 傍聴は、委員会の運営に支障を来さない範囲において認める。

７． 委員会の開催日程は事前に経済産業省ホームページで公表す

る。

資料１



革新的エネルギー・環境戦略の
これまでの議論及び今後の進め方について

資料２

平成２３年１０月３日

国 家 戦 略 室
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１．これまでの議論について



（１）背景１―当面の電力需給 1

東京電力：▲8.8%（▲530万kW）

東北電力：▲6.6%（▲98万kW）

◎大口需要家(500kW以上)
：15％の電力使用制限規制

◎その他の需要家
：15％の節電要請

東京電力：ピーク▲18.0%
（6,000万kWの想定に対し4,922万kW）

（総需要▲16.8％）

東北電力：ピーク▲15.8%
（1,480万kWの想定に対し1,246万kW）

（総需要▲16.9％）

○今冬は需給が拮抗。来夏はピーク時に約１割の電力不足となる見通し。

○全ての原子力発電による発電量を火力で代替すれば、
燃料コストが年間約３兆円以上かさむ可能性。
そのまま転嫁すれば、電気料金の約２割の引き上げになる。

今夏の実績

平成２３年７月２７日現在

関西電力：▲3.9%（▲123万kW）
◎関西電力管内

：10％以上の節電要請

関西電力：ピーク▲11.3 %
（3,015万kWの想定に対し2,784万kW）

（総需要▲9.4％）

東日本

今夏 今冬 来夏

▲7.3％
（7,986万kWのﾋﾟｰｸ需要に対し

585万kWの不足）

▲1.1％
（7,149万kWのﾋﾟｰｸ需要に対し

80万kWの不足）

▲10.4％
（7,986万kWのﾋﾟｰｸ需要に対し

834万kWの不足）

中西日本

今夏 今冬 来夏

＋1.0％
（9,968万kWのﾋﾟｰｸ需要に対し

102万kWの余剰）

▲0.4％
（8,662万kWのﾋﾟｰｸ需要に対し

33万kWの不足）

▲8.3％
（9,968万kWのﾋﾟｰｸ需要に対し

823万kWの不足）

今夏の実績
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2（２）背景２―白紙からの戦略の構築

○昨年６月に決定した現行のエネルギー基本計画では、
２０３０年に電力供給の過半を原子力に依存する内容。これを白紙から見直す。

GDP→
2030年に1.4倍、

電力需要→
2030年にほぼ１倍

省電力約３割を見込む
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・１４基新増設等
・設備利用率の向上
（2007年60.7%

→2030年約90％）
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3

[エネルギー・環境会議の構成員]

○以上を踏まえ、新成長戦略実現会議の下に設けたエネルギー・環境会議が、
７月２９日に、以下の２点を決定。

�原発再起動問題に起因する当面の電力不足問題に対処するための

「当面のエネルギー需給安定策」

�減原発依存及び分散型エネルギーシステムへの移行を旨とした

中長期の戦略の方向性を示した「中間的な整理」

（３）７月２９日のエネルギー・環境会議決定
（「日本再生のための戦略に向けて」 ８月５日閣議決定別紙）

[ ネルギ 環境会議の構成員]

議 長：国家戦略担当大臣

副議長：経済産業大臣、環境大臣（兼原発事故の収束及び再発防止担当大臣）

構成員：外務大臣
文部科学大臣
農林水産大臣
国土交通大臣
内閣府特命担当大臣（経済財政政策）
議長の指名する内閣官房副長官

事務局長：内閣府副大臣（国家戦略担当）




